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平成28年に，それまで代表を務めてきた農業法人の経営を後進に譲り，村上市
の副市長に就任して 1年余りが経ちました。
顧みれば29歳の時，当時の仲間 5人と農業法人「有限会社神林カントリー農

園」を設立しました。団体職員だった私は，家計と経営の分離した新しい農業経
営を目指していました。稲作の共同作業と農作業受託から始まり，ライスセンタ
ーの建設を契機に協業の道を選択，同時に切り餅の製造販売に取り組み，今日に
至っています。
稲作の経営規模も徐々に拡大してきましたが，より付加価値の高い切り餅の

売上向上が収益向上の近道となっていました。折しも，全国的にブームとなって
いた「一村一品運動」の高まりもあって都市部のデパートで開催される物産展に
も出展するようになり，お歳暮として年末商品に採用いただくことにも繋がって
いきました。また，直接ご注文をいただくお客様も増え，通販事業も展開，今で
いう農業の 6次産業化の取組みを他に先駆けて実践してきました。
農業政策に目を転じると，就農した時点ですでに米の生産調整が行われてい

ました。また，食糧管理法の下で米の流通は厳しいものがあり，自家生産した米
はもちろん米加工品も制度上は直接販売が出来ませんでした。農業生産法人の事
業要件としても，他者が生産した農産物の加工は食品産業にあたるとして認めら
れませんでした。
平成16年からの米政策改革では「売れるコメづくり」が掲げられ，新潟県では

米生産調整の配分数量を決めるにあたって，農業法人等が県内の米加工メーカー
等と直接契約するなど，実需者との結びつきのある取組みへ優先的に配分する仕
組みが導入されました。当社では，異業種交流で面識のあった米菓メーカーとも
ち米での契約が成立し，現在もその関係は継続しています。
また，品目横断的経営安定対策が導入されるなど，担い手農業者への政策の重

点化・集中化，農業の法人化を推進する動きも進み，その行方を期待感をもって
見守っていました。就農当時描いていた家計と経営の分離や農業経営の近代化に
通ずるものであり，私たちが取り組んできたことへの後押しと捉えたからです。
しかし，政権交代により登場したのが，全ての農業者を対象に主食用米にも交

付金を出す戸別所得補償制度でした。さらに，その仕組みも再度の政権交代によ
り平成30年産からなくなります。
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この20年間にわたる米価下落と生産調整の強化の下，総じて，大規模な借地型
稲作の経営は米の生産調整に伴う補助金により最終的な収益を確保する体質と
なっています。制度変更により経営収支が大きく左右され，政権交代が経営リス
クのひとつともなるような状況には，経営者として歯がゆい思いが残るというの
が正直なところです。
法人設立30年を迎えようとしていた平成23年，私を含めた創業者 3人は60歳前

後となり，事業継承を意識するようになりました。農業法人の事業継承事例は全
国的にも少なく，先輩の法人経営者から情報提供をいただくなど，農業経営の研
究機関や地元の公認会計士にアドバイスを受けながら手探りで進めてきました。
中期経営計画の作成と合わせて事業継承プログラムを組み入れ，人材育成，キ

ャリアパスの仕組みを社内に取り入れました。これまで明確に体系化された人事
の仕組みがなかったこともあって，よい機会になりました。
平成26年の春には，新たに整備した株式譲渡の方針にもとづき退任者の株式

を社員に譲渡しました。次期社長（候補者）にも内諾を得るなど新体制が出来上が
りつつあり，交代の時期を見定めていました。
その時期は意外に早く訪れました。村上市長より，副市長としての就任依頼が

あったのです。まさに青天の霹靂で，行政経験もなく不安もありましたが，これ
までの当社としての経営や地域行政への協力の実績を踏まえての要請であると
受け止め，引き受けることにしました。
そして，平成28年 7月20日を代表取締役の退任日として手続きを進め，9月 1

日から，第 2代村上市副市長として新たにスタートを切りました。
担当分野は市行政全般の多岐にわたり，わからないことも多いですが，職員の

協力を得て業務を遂行しています。そのなかでも重要課題は，やはり来年度に迫
った米政策の転換への対応です。法人経営時代は70町歩のマネジメントでした
が，今は副市長として，村上市の水田6500町歩のこれから，それを支える担い手
農業者の経営安定に資する政策を考えていかなくてはなりません。今年に入り
徐々に準備を進め，5月には村上市農業再生協議会の会長に就任し，市としての
独自の方針を決定しました。 8月下旬から地域への説明会を始め，具体的な取組
みに落とし込んでいこうとしています。
これからの 3年間弱，農業をはじめとする地域産業の活性化を通して，市の発

展に精一杯頑張ろうと思います。

（新潟県村上市 副市長　忠　聡・ちゅう さとし）
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